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4. 警戒避難体制強化のための土砂災害対策（ハード・ソフト） 

4.1 ハード対策施設の状況 

愛媛県では明治 36 年から砂防事業に着手し、がけ崩れ、土石流、地すべりの 3 現

象に対して施設整備や行為の制限を行っている。県内のハード対策施設分布状況を図

－ 4.1 に示した。ハード対策施設は県内全域に分布しており、これまでにも、ハード

対策施設が効果を発揮して生命・財産を守った事例は多くあり、平成 30 年 7 月豪雨

でも効果を発揮した事例が確認されている（4.3 参照）。 

一方、ハード対策施設の整備状況は、平成 29 年度末時点で着手済み約 40％、整備

完了約 30％となっている（図－ 4.2）。今後、すべての土砂災害危険箇所に対してハ

ード対策を完了するには膨大な時間と費用が必要となることから、土砂災害による人

的被害をゼロとするためには、ソフト対策による警戒避難体制強化を図り、より重要

度・緊急度の高い場所に対して重点的なハード対策が必要である。 

（ハード対策施設の事例 写真－4.1、写真－4.2） 

 

図－ 4.1 愛媛県における砂防三法指定地と土砂災害危険箇所の分布状況 

 

 

 

 

（巻末資料に拡大版を添付） 
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図－ 4.2 愛媛県の土砂災害危険箇所の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真－ 4.1 砂防施設の事例 写真－ 4.2 急傾斜地崩壊対策施設の事例 
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4.2 ソフト対策の状況 

ソフト対策についても、危険の周知や防災教育など様々な取り組みを実施している

が、近年は、平成 11 年の広島災害（死者 24 名）をきっかけとした土砂災害防止法に

基づく土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域（以下、土砂災害警戒区域等）の調

査及び指定に力を入れている（図－ 4.3）。土砂災害警戒区域等においては指定後、

警戒避難体制の整備、住宅等の新規立地の抑制、既存住宅の移転促進等のソフト対策

が実施される。 

 

図－ 4.3 土砂災害警戒区域等の指定について 
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（1）土砂災害警戒区域等の指定進捗状況 

土砂災害警戒区域等の市町別指定状況を図－ 4.4 に示した。平成 31 年 2 月末現在

で、指定率は約 40％、調査完了は公表しているものを含めて約 49％となっている。 

愛媛県では、指定に係る基礎調査を加速しており、農林水産部所管の人家のある地

すべり危険地を含めて、全ての箇所の調査を平成31年度までに完了する予定である。

調査後は、速やかに調査結果を公表するとともに、指定作業についても鋭意進めて行

くこととしている。 

 

 

 

 

 

 

図－ 4.4 市町別土砂災害警戒区域等の指定状況 

 

  

平成３１年２月末現在

Ｙ Ｒ Ｙ Ｒ Ｙ Ｒ Ｙ Ｒ Ｙ Ｒ Ｙ Ｒ Ｙ Ｒ Ｙ Ｒ Ｙ Ｒ

四国中央市 45 45 104 89 0 0 149 134 76 76 92 75 51 0 219 151 368 285

新居浜市 80 80 109 81 0 0 189 161 0 0 0 0 0 0 0 0 189 161

西条市 57 56 124 101 0 0 181 157 0 0 0 0 0 0 0 0 181 157

今治市 139 134 512 367 0 0 651 501 0 0 0 0 0 0 0 0 651 501

上島町 11 11 39 36 0 0 50 47 0 0 0 0 0 0 0 0 50 47

東温市 15 15 88 75 0 0 103 90 0 0 0 0 0 0 0 0 103 90

松山市 148 144 346 258 0 0 494 402 192 188 181 129 0 0 373 317 867 719

伊予市 104 104 118 98 0 0 222 202 0 0 0 0 0 0 0 0 222 202

砥部町 52 52 53 51 0 0 105 103 0 0 0 0 0 0 0 0 105 103

久万高原町 61 61 87 71 0 0 148 132 0 0 0 0 0 0 0 0 148 132

大洲市 156 156 255 235 0 0 411 391 109 104 13 12 0 0 122 116 533 507

内子町 394 391 272 230 0 0 666 621 0 0 0 0 0 0 0 0 666 621

八幡浜市 45 45 122 105 0 0 167 150 0 0 0 0 0 0 0 0 167 150

伊方町 204 204 183 141 57 0 444 345 0 0 0 0 0 0 0 0 444 345

西予市 120 120 236 216 0 0 356 336 105 97 89 63 2 0 196 160 552 496

宇和島市 484 482 737 621 0 0 1,221 1,103 279 278 130 104 0 0 409 382 1,630 1,485

鬼北町 24 24 121 109 0 0 145 133 71 71 150 141 0 0 221 212 366 345

松野町 11 11 35 32 0 0 46 43 0 0 0 0 0 0 0 0 46 43

愛南町 39 38 232 182 0 0 271 220 317 312 127 100 0 0 444 412 715 632

合計 2,189 2,173 3,773 3,098 57 0 6,019 5,271 1,149 1,126 782 624 53 0 1,984 1,750 8,003 7,021

Ｙ：土砂災害警戒区域
Ｒ：土砂災害特別警戒区域

指定率＝ 6,019/15,190
＝ 39.62 ％

調査完了＝ 8,003/15,190
＝ 52.69 ％

※調査完了＝公表済

合計
市町名

急傾斜地の
崩壊

土石流 地すべり 小計
急傾斜地の

崩壊
土石流 地すべり 小計

指定箇所 基礎調査結果（指定予定箇所）

基礎調査対象箇所 箇所数

土砂災害危険個所（土木部） 15,190

農林部局地すべり危険地※ 514

計 15,704

※平成30年度から人家を有する農林水産部所管
の地すべり危険地を基礎調査対象箇所に追加

平成 31 年度末まで

に基礎調査完了 

箇
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（2）土砂災害警戒区域と発災の関係 

平成 30 年 7 月豪雨で発生した土砂災害 413 か所について、現在、調査・指定を進

めている土砂災害警戒区域等との関係を確認した。なお、土砂災害警戒区域等の調査

が完了していない地域では、調査対象箇所である土砂災害危険箇所を土砂災害警戒区

域と想定して確認を行った。 

まず、人的被害に着目した確認を行った（表－ 4.1）。平成 30 年 7 月豪雨により死

者が発生した土砂災害は 10 か所あり、そのうち 9 か所は土砂災害警戒区域または土

砂災害危険箇所（調査予定箇所）に含まれている。箇所別の割合で 90%、死者数に対

しては 94%でカバーしていることが確認できた。 

次に、全ての土砂災害箇所 413 か所について確認を行った（図－ 4.5）。土砂災害

発生箇所 413 件のうちの 316 か所が土砂災害警戒区域又は土砂災害危険箇所（調査予

定箇所）で発生しており、カバー比率は 76%となっている。 

土砂災害警戒区域や土砂災害危険箇所に含まれない土地で土砂災害が発生したの

は 94 か所（23％）で確認された。これらの箇所は、土砂災害箇所の地形的特徴（2.5.1）

でも挙げられている“勾配 30 度未満の斜面で崩壊した事例”や“0 次谷（集水型斜

面）で土石流が発生した事例”に該当する箇所である（図－ 4.6）。 

これらの確認により、土砂災害警戒区域は大部分の災害発生箇所をカバーするが、

それ以外の箇所でも災害が発生していることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表－ 4.1 土砂災害発生箇所別死者

数 

図－ 4.5 土砂災害発生箇所（413 箇

所）と土砂災害危険箇所お

よび土砂災害警戒区域との

関係 

図－ 4.6 砂災害警戒区域に含まれない箇所で被害が発生した事例 
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4.3 効果事例 

(1)ハード対策の効果事例 

平成 30 年 7 月豪雨による災害で砂防えん堤が土砂、流木を捕捉し、下流側保全対

象への被害軽減効果を発揮したハード対策施設の事例を図－ 4.7、図－ 4.8 示す。 

 

 

 

図－ 4.8 砂防えん堤が土砂を捕捉した事例（松山市）  

図－ 4.7 砂防えん堤が土砂を捕捉した事例（八幡浜市） 
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(2)ソフト対策の効果事例 

平成 30 年 7 月豪雨の際に自主避難により被害を免れた事例を図－ 4.9 に示す。 

当該地域は、土砂災害警戒区域等の指定を受けて防災マップの見直し等、防災への

取り組みを積極的に行っていた地域である。 

平成 30 年 7 月豪雨の際には、地域内では土石流、がけ崩れ等の土砂災害が 35 箇所

発生、人家約 11 戸が全半壊の被害となったが、自主防災組織を中心とした避難の呼

びかけが功を奏し、避難の際にけがをした人を除き全員無事であった。 

 

 

図－ 4.9 自主避難の成功事例（松山市） 
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4.4 愛媛県におけるハード・ソフトの取り組み状況と今後のあり方 

愛媛県における土砂災害に対するハード・ソフト対策の状況について、4.1、4.2 の

確認状況も踏まえて、対策の分類、施策の内容、これまでの取り組み状況と課題を表

－ 4.2 に整理した。 

また、各施策の課題事項について、施策の現状や他県の事例などを整理した参考資

料を作成した。 

 

表－ 4.2 ハード・ソフト対策の課題と今後の取り組み（1/2） 

分類 施策の内容 課題と今後の取り組み 
参考 
資料 

対策施設に 

よる 

安全確保 

対策施設の建設 

・着手済み 40％、整備完了 30％ 

⇒すべての土砂災害危険箇所に対してハード

事業を実施するまでには膨大な時間と費用

が必要 

１ 

危

険

の

周

知 

危険な

土地の

周知 

土砂災害警戒区域

等の指定 

・指定率 40%、調査完了 49% 

・平成 31年度末までに調査完了予定 

⇒区域指定の早期完了が必要 

２ 

防災マップの 

配布、 

ＨＰ公開 

・毎年、ﾎﾟｽﾀｰ、ﾁﾗｼ、ﾏｯﾌﾟを約 9,000 枚配布 

・土砂災害警戒区域等を HP で公開 

⇒土砂災害警戒区域等の指定に関する十分な

周知が必要 

 

危険箇所 

パトロール 

・毎年、砂防ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱと連携して実施 

⇒パトロールにあわせて住民への防災教育が

必要 

３ 

切迫 

した 

危険度

の 

周知 

土砂災害警戒情報 

の提供、ＨＰ公開 

・松山地方気象台と共同で発表 

・HP では 5km ﾒｯｼｭの評価区分を公開 

⇒土砂災害警戒情報の発表基準の見直しが必

要 

⇒より詳細に危険な範囲を示すことが必要 

 

４ 

メールを利用した 

PUSH 型の通知 

・土砂災害警戒情報、避難勧告等、避難所開

設などの情報をメール配信（登録型） 

⇒ツールを持っていない人にも確実に情報が

伝わる仕組みが必要 

⇒危険度の高まった地区が分かる情報配信が

必要 

５ 
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表－ 4.3 ハード・ソフト対策の課題と今後の取り組み（2/2） 

分類 施策の内容 課題と今後の取り組み 
参考 
資料 

防

災

意

識

の

向

上 

防災 

教育 

砂防学習会 

・平成 16年度から継続開催(小中学生対象) 

・開催数増加（10～15 回程度/年間） 

⇒PTA や自主防災組織など対象者を広げていく

ことが必要 

⇒コンテンツの充実と共有が必要 

６ 

絵画・ 

作文コンクール 
・毎年開催 ７ 

避難訓練 

・要配慮者利用施設、夜間訓練も実施 

⇒実態を把握し、優先度や目標期間を定めて

警戒避難体制を強化することが必要 

８ 

住民と協働した 

避難誘導支援 

・砥部町、東温市で実施 

⇒タイムラインや避難カードなども活用し、

地区防災計画の立案を支援することが必要 

９ 
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平成３１年２月末現在

Ｙ Ｒ Ｙ Ｒ Ｙ Ｒ Ｙ Ｒ Ｙ Ｒ Ｙ Ｒ Ｙ Ｒ Ｙ Ｒ Ｙ Ｒ

四国中央市 45 45 104 89 0 0 149 134 76 76 92 75 51 0 219 151 368 285

新居浜市 80 80 109 81 0 0 189 161 0 0 0 0 0 0 0 0 189 161

西条市 57 56 124 101 0 0 181 157 0 0 0 0 0 0 0 0 181 157

今治市 139 134 512 367 0 0 651 501 0 0 0 0 0 0 0 0 651 501

上島町 11 11 39 36 0 0 50 47 0 0 0 0 0 0 0 0 50 47

東温市 15 15 88 75 0 0 103 90 0 0 0 0 0 0 0 0 103 90

松山市 148 144 346 258 0 0 494 402 192 188 181 129 0 0 373 317 867 719

伊予市 104 104 118 98 0 0 222 202 0 0 0 0 0 0 0 0 222 202

砥部町 52 52 53 51 0 0 105 103 0 0 0 0 0 0 0 0 105 103

久万高原町 61 61 87 71 0 0 148 132 0 0 0 0 0 0 0 0 148 132

大洲市 156 156 255 235 0 0 411 391 109 104 13 12 0 0 122 116 533 507

内子町 394 391 272 230 0 0 666 621 0 0 0 0 0 0 0 0 666 621

八幡浜市 45 45 122 105 0 0 167 150 0 0 0 0 0 0 0 0 167 150

伊方町 204 204 183 141 57 0 444 345 0 0 0 0 0 0 0 0 444 345

西予市 120 120 236 216 0 0 356 336 105 97 89 63 2 0 196 160 552 496

宇和島市 484 482 737 621 0 0 1,221 1,103 279 278 130 104 0 0 409 382 1,630 1,485

鬼北町 24 24 121 109 0 0 145 133 71 71 150 141 0 0 221 212 366 345

松野町 11 11 35 32 0 0 46 43 0 0 0 0 0 0 0 0 46 43

愛南町 39 38 232 182 0 0 271 220 317 312 127 100 0 0 444 412 715 632

合計 2,189 2,173 3,773 3,098 57 0 6,019 5,271 1,149 1,126 782 624 53 0 1,984 1,750 8,003 7,021

Ｙ：土砂災害警戒区域
Ｒ：土砂災害特別警戒区域

指定率＝ 6,019/15,190
＝ 39.62 ％

調査完了＝ 8,003/15,190
＝ 52.69 ％

※調査完了＝公表済

合計
市町名

急傾斜地の
崩壊

土石流 地すべり 小計
急傾斜地の

崩壊
土石流 地すべり 小計

指定箇所 基礎調査結果（指定予定箇所）
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【国土交通事務次官賞】

宇和島市立　城北中学校　２年

【知事賞】

松山市立　清水小学校　３年

2018年度　受賞作品

【国土交通大臣賞】

大洲市立　新谷小学校　６年

【国土交通事務次官賞】

愛南町立　緑小学校　４年
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4.4.1 ハード対策 

ハード対策は今後も継続して実施していく必要があるが、平成 30 年 7 月豪雨の復

旧に際して課題となった“一旦被災すると復旧までに時間を要する重要インフラ施設”

についても重点整備箇所に加えてハード対策を実施すべきである。 

また、ハード対策には時間と費用が必要となるため、「土砂災害による人的被害“0”」

を目指し、ハード対策とソフト対策の連携を強化すべきと考える（図－ 4.10）。具体

的には、土砂災害警戒区域等の調査を平成 31 年度までに完了させたうえで、市町や

地区の防災計画とも連携して代替性のない避難所等の重要施設を保全するハード対

策を実施するなど、ハード対策の整備優先度を見直し、今後の中長期計画を立案する

ことなどが考えられる。 

 

ハード対策施設による安全確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 4.10 ハード・ソフトの連携強化イメージ 

  

 重点整備箇所を対象としたハード対策については、土砂災害警戒区域・特

別警戒区域、市町や地区の防災計画等を反映して整備優先度の見直しを行

いつつ継続実施。 

 一旦被災すると復旧までに時間を要する重要インフラ施設を対象としたハ

ード対策を実施。 

  
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4.4.2 ソフト対策 

ソフト対策は平成 30 年 7 月豪雨の教訓を活かし、“危険の周知”と“防災意識の向

上”に分け、効果的に実施していくことが肝要で、特に警戒避難体制の強化について

は自助・共助・公助をバランス良く組み合わせ、計画立案、各施策の実施・連携、効

果の確認、計画修正など PDCA サイクルで継続的に発展させていく必要がある。 

 

(1)危険の周知 

１）危険な土地の周知 《身近にある土砂災害の危険を伝える》 

◎危険な土地に関する調査を推進し、効果的な周知方法の検討を行う際に重要

となるポイントは次のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 土砂災害警戒区域等の指定を早期に完了するとともに、指定区域に関する

十分な周知を実施。（土砂災害警戒区域等の周知看板設置やマップの作

製） 

 警戒区域の周知に際しては「平成 30 年 7 月豪雨に伴う土砂災害は、土砂

災害危険箇所内で８割、それ以外の場所で２割発生しており、危険箇所外

でも土砂災害が発生している」ことを強調。 

 市町のハザードマップ作成を支援するとともに、県 HP についても、より

見やすく分かりやすくなるよう改善。 

 防災学習会やチラシの各戸配布など、土砂災害の情報に住民が触れる機会

を増やす取り組みを継続して実施。 
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２）切迫した危険度の周知 《情報を分かりやすく伝える、確実に届ける》 

◎市町や関係機関の取り組みと連携し、警戒避難に必要な情報や分かりやすい

情報について検討を進める際に重要となるポイントは次のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）防災意識の向上 

１）防災教育 《命を守る“知識・判断・行動・備え”》 

◎市町や関係機関の取り組みと連携し、効果的・効率的な防災教育について検

討を進める際に重要となるポイントは次のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

  

 防災学習会や出前講座を小中学校だけでなく、PTA や自主防災組織まで拡

充。 

 防災教育に使用する防災コンテンツの充実を図り、市町や関係機関と共

有。 

 土砂災害警戒区域等に含まれる要配慮者利用施設については、優先度や目

標期間を定めて警戒避難体制強化を推進。 

 土砂災害に関するタイムラインや避難カードについてモデル地区での検討

及び愛媛県版のガイドライン等の作成。 

 地区防災計画の立案支援や、防災教育を通じた災害情報に関する住民のリ

テラシー（知識・理解度）の向上。 

 平成 30 年 7 月豪雨では、土砂災害危険箇所以外の場所でも全体の約２割

程度の土砂災害が発生しており、土砂災害はどこで発生するかわからない

ことを強調。 

 今回の災害を踏まえた土砂災害警戒情報の発表基準の見直し。 

 土砂災害の危険度を、より詳細な範囲で確認できるよう、1km メッシュ表

示など県 HP の改修。 

 情報伝達手段の多重化の一環として、ツールを持っていない人にも確実に

伝わるよう、テレビ等、視聴者数の多いメディアでのリアルタイム情報配

信（データ放送）。 

 切迫した危険の周知として、愛媛県防災メールの活用や危険度の高まった

地区が分かる緊急速報メール等の配信。 

 県民に伝わりやすい伝文や、周囲への避難の呼びかけ等共助の呼び水とな

る表現。 
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4.5 他県や県内市町の取り組み事例 

警戒避難体制を強化する施策を検討するにあたり、他県や県内市町の先進的な取

り組み事例について調査を行った。事例収集は、委員会での各委員からの発表内容、

砂防学会での発表論文、ホームページ公開情報、がけ崩れ協議会発表資料等で行っ

た（表－ 4.4、表－ 4.5）。 

表－ 4.4 他県の取り組み事例 

取り組み事例 概要 都道府県 

危
険
な
土
地
の

周
知 

土砂災害警戒区域
（YR区域）を反映
した事業の優先順位
の検討 

YR 区域内の保全対象（重要施設等）につい
て、地域防災計画上の重要度を市町村の意
向確認の上でハード事業の優先順位を検討
する。 

検討中の県あ
り 

土砂災害警戒区域等
の看板設置 

土砂災害警戒区域、特別警戒区域を表示し
た看板を現地に設置。 

岐阜県（HP） 

切
迫
し
た
危
険
度
の
周
知 

一般テレビデータ放
送やケーブルテレビ
データ放送を活用し
た土砂災害危険度情
報の提供 

高齢者をはじめより多くの県民に土砂災害
の危険性を伝えるため、一般テレビデータ
放送（NHK 広島放送局）を活用し、土砂災
害危険度情報を地図とテキストで配信。 
佐賀県では山間部で加入率が高いケーブル
テレビを活用。 

広島県・福岡
県・佐賀県
（HP） 

土砂災害の緊急速報
メール 

学校区、地区単位に限定して土砂災害に関
するエリアメールを配信する。 

石川県（HP） 

防
災
教
育 

住民参加型土砂災害
防災マップ作成 

ワークショップ等で住民自ら防災マップを
作る過程において、自助・共助の力を向上
させる。住民主導型の自主避難体制の確立
を促す。 

群馬県・奈良
県・山梨県 
（砂防学会
誌） 

タイムライン 
発生前から予測できる災害に対し、「い
つ」「誰が」「何を」するのかを明確にす
る防災行動計画。 

山梨県、広島
市（砂防学会
誌） 

そ
の
他 

土砂災害危険住宅移
転促進事業 

集団移転等の条件を付けず 1戸からでも補
助の対象となり、土砂災害 3現象の全ての
特別警戒区域内の住宅が対象となる。 

熊本県 
（砂防学会
誌） 

がけ崩れ危険住宅移
転促進支援制度 

「がけ地近接等危険住宅移転事業」の補助
金に上乗せして補助金を交付することで移
転を支援。急傾斜地崩壊危険箇所のうち特
別警戒区域内にある住宅 5戸以上が全戸区
域外へ移転が条件。 

岩手県 
（砂防学会
誌） 

県独自の外壁強化支
援 

県独自で特別警戒区域内の既存不適格住宅
に対する改修への補助制度。 

島根県、鳥取
県 
（砂防学会
誌） 

住宅・建築物安全ス
トック形成事業（土
砂災害） 

国土交通省が創設した、移転が困難である
等の事情を考慮した、建物の安全性を確保
することを目的とする、特別警戒区域内の
既存不適格住宅の土砂災害対策のための改
修の支援制度。 

福井県、大阪
府、広島県 
（砂防学会
誌） 
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表－ 4.5 県内市町の取り組み事例 

取り組み事例 概要 市町 

危
険
な
土
地

の
周
知 

分かりやすい防災マップ 
情報量の多い防災マップについて
は、シンプルで分かりやすいもの
を作成することも検討している。 

松山市 

土砂災害警戒区域等の周知 
電柱、公民館掲示板などに土砂災
害警戒区域等の地図を表示。 

大洲市 

切
迫
し
た
危
険
度 

の
周
知 

積極的な防災情報の収集 
情報収集では、待つだけではなく
取りに行く姿勢に変えている。 

松山市 

警戒避難情報の分かりやすさの検
討 

“伝える”情報から“伝わる”情
報を意識した発信を心がけてい
る。 

宇和島市 

気象・河川情報の収集 
被害の大きかった吉田町を中心に
雨量計を設置し、河川にはライブ
カメラを導入する予定。 

宇和島市 

防
災
教
育 

防災士の育成 
防災士の育成、学生や地域を巻き
込んだ活動を進めている。 

松山市 

積極的に地域に入る取り組み 
年間 80～100 件の出前講座を開
催。 

今治市 

防災サミットの開催 

平成 16 年の災害以降継続実施。 
小学生を対象にした防災サミッ
ト。 
若者の防災知識の向上に効果を発
揮している。 

西条市 

前兆現象の防災教育 

平成 30 年 7 月豪雨の事例を加え
るなど、前兆現象を確認して避難
する自助の重要性を防災講座で説
明している。 

宇和島市 

出前講座、防災研修 

出前講座や防災研修等にて、土砂
災害ハザードマップを活用し、住
民が土砂災害から身を守るため、
普段からの避難所や避難経路の確
認や、当市から発信する防災情
報・気象情報等に注意して、避難
勧告等の発令前であっても自主的
に早めの避難を心掛けてもらうよ
う、周知を図っている。 

四国中央市 

各自主防災会の防災訓練、公民館
の高齢者教室など、依頼があれ
ば、防災講演会を 15 回程度行っ
ており、その中で防災や自助・共
助の大切さを啓発している。 

伊予市 
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取り組み事例 概要 市町 

防
災
教
育 

防災イベント（防災訓練、防災運
動会） 

地域防災力向上を目指し、防災・
減災を楽しみながら学んでもらう
ため、災害発生時に役立つプログ
ラムを競技に取り入れた一般住民
向けのイベント。 

新居浜市 

小学校の夏休み期間を利用し、防
災キャンプを実施。災害時の対
応、体験談を聞き学ぶことで防災
に関する知識、危険予測・回避す
る能力を身に付け、防災意識の高
揚を図る。 

久万高原町 

指定避難所施設管理者、防災士、
自主防災組織等を対象とした避難
所運営研修を実施。（２日間） 

久万高原町 

自主防災会主催の地区独自の土砂
災害夜間避難訓練を実施。地域住
民の避難訓練、避難行動要援護者
の避難支援、炊き出し等を行って
いる（年１団体程度）。 

八幡浜市 

 

 


